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母校の窓 名誉博士 狩野忠正先生追悼文
先輩万歳 福井 實氏に聞く

連載「専攻紹介」

硬殻マイクロカプセル化
蓄熱材がもたらす
未来社会

▲ わが社の技術：「レンゴー（株）」 （本文37頁に掲載） ▲ わが社の技術：「（株）デンロコーポレーション」 （本文41頁に掲載）

▲先輩万歳：「福井 實氏（Ａ③）に聞く」（本文45頁に掲載）

▲母校の窓：「認知症予防道場に参加して」
　（本文29頁に掲載）

母校の窓：
「第13回神戸大学
ホームカミングデイ開催案内」
（本文36頁に掲載）
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聞き手：本日はお忙しいところ
ありがとうございます。KTCで

は学内学外の状況を卒業生にお知らせするために取材をして
いますが、本日は、神戸大学発ベンチャーの創出につながる
科学技術イノベーション研究科と株式会社科学技術アントレ
プレナーシップの活動について、お聞かせ願いたいと思います。
山本一彦教授：科学技術イノベーション研究科は、理科系の
学生に、科学技術上の研究開発だけでなく、その成果を、
実際に社会的・経済的な価値の創造につなげる、つまりイノ
ベーションを起こせる能力を身につけてもらうことを目標とする
研究科です。いわば、事業を創造するマインドとスキルを兼
ね備えた理系人材の育成です。ただし、事業化を実務的に
サポートすることは、大学内部の組織だけでは難しいです。そ
こで、ベンチャー企業の創業支援を行う、株式会社科学技
術アントレプレナーシップ（以下、STE社）と、そこに出資を
する基金（一般社団法人神戸大学科学技術アントレプレナー
シップ基金、以下、STE基金）を設立し、神戸大学発ベンチャー
の投資育成を支援する体制を整えました。ゆくゆくは、ベン
チャー企業の価値の一部を配当やキャピタルゲインなどで回
収し、大学への寄附やSTE基金への配当などによって大学に
還元し、新たな研究開発等に生かしてもらえるようにしたいと
考えています。国からの資金を得た国立大学が、国立大学
ベンチャーキャピタルを作り、投資を行う例がありますが、神
戸大学ではそのような取り組みはできません。STE社は、ある
程度のベースができたベンチャー企業に投資するベンチャー
キャピタルではなく、大学発のシーズに特化して、事業化の
検討段階から一緒にベンチャー企業を創るスタンスで関与す

る、シード・アクセラレーターとして機能します。この点で、
現状では日本で唯一の取り組みであり、独自のスキームだと
思います。（図1）
聞き手：それは中 い々い発想ですね。
山本：もともと当研究科の開設準備は，設置の2年くらい前か
ら進められてきました。近藤昭彦先生（現研究科長）やその
他の理系の先生方と、研究科開設準備の打合せを重ねる中
で、良いシーズがたくさんあるのに、事業化の面ではスムー
ズに進んでいないというお話をお聞きしました。そこで、この
ようなスキームを作ったという経緯です。さらにSTE社のユニー
クなところとしては、外部の民間企業を相手に、アントレプレ
ナーシップ、ストラテジー、ファイナンスを中心にした、戦略
的企業家養成のための教育研修プログラムを有償で提供し、
自らの活動資金をまかなっている点もあげられます。自社の活
動資金をまかなうのに必要な分以上の利益をあげることがで
きたときには、神戸大学に寄附をしています。また、平成29
年度の決算時には、STE基金への配当も行いました。
聞き手：学生に教育をして、その学生が自ら新しいベンチャー
企業を立ち上げるところまで指導するのですか？
山本：博士課程前期課程の学生が在学中の2年間で、自ら
の研究テーマを事業化までもっていくのは、簡単なことではあ
りません。この春に博士課程後期課程が始まったので、その
学生の方々が卒業する2～�年後には、当研究科で教育を受
けた学生による神戸大学発ベンチャーが出てくるといいと考え
ています。もちろん、今後も当研究科の教員の方々の有望な
シーズを事業化につなげることも、継続して取り組んでいきます。
聞き手：今のところ、実績がある�つのベンチャー企業は全て、
先生方のシーズということですね。学生は、それらのベンチャー
企業のお手伝いをしないのですか？（図2）
山本：神戸大学発ベンチャーであって、教員がその企業に関
わっているとしても、そこで学生を使うことは、教育の主旨か
ら外れますし、コンプライアンス上も十分な注意が必要です。
学生をアルバイトとして雇って、事業を手伝ってもらうことは
できますが、不定期に数時間だけ手伝ってもらうような関わり
方では、学生にとっても、ベンチャー企業にとっても、余り意
味がありません。そうなると、休学するか、学校をやめて当該
ベンチャー企業に就職することになります。教員の立場でいえ
ば、学生さんたちには、しっかり学んで力を付けた上で、当
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研究科発のベンチャー企業に入社したいなら、歓迎するといっ
たところです。たとえば、今のM2の学生は2期生ですが、そ
の内の1名は（株）バイオパレットに就職したいと申し出てく
れたので、内定を出してしています。
聞き手：博士課程後期課程について、もう少し詳しくお聞か
せください。
山本：定員は10名です。当研究科では前期課程の定員が�0
名なので、後期課程の定員は�～�名とするのが普通のバラン
スですが、その2倍の人数に設定したのも、文部科学省と神
戸大学本部の意向と期待を受けた決断でした。初年度から、
沢山の応募があり、スタート時の学生数は1�名になりました。
聞き手：博士課程後期課程の学生のプロファイルはどのよう
なものになっているのですか。
山本：もともと、文部科学省からは「科学技術の事業化を大
前提とするので、大半は社会人経験のある人でないとだめで
す。」と言われています。結果、1�名のうち12名が社会人です。
残りの1名は国費留学生、もう1名は博士課程前期課程から
の進学者です。さらに特徴的なこととして、社会人学生の内
の半分強くらいが企業派遣であることがあげられます。企業
派遣については、私達教員が企業を回って営業を行ったので
すが、派遣元企業の幹部から、「優秀な研究者を選ぶので、
ぜひ、事業化につなげられるように教育指導をして欲しい。」
といわれました。つまり、企業が学費を払うことを前提にして、
博士課程後期課程を受験するように、そして事業化につなが
る成果をあげるようにと、本人に指示をするわけです。これは
社命ですから、学位を取得するまでの間は、大手を振って大
学に行って、教育指導を受けることができるわけです。その
かわり、2～�年で自分の専門分野を掘り下げて研究論文を
書き上げるだけでは無く、事業化に向けた実践的なビジネス
プランもまとめ上げないといけません。
聞き手：そして、企業に戻って社内ベンチャーを立ち上げる
わけですね。
山本：あるいは、自社の既存組織のなかで、新規事業を立
ち上げることになるかも知れません。企業派遣の方々の他に、
ご自身で既に科学技術に立脚したベンチャー企業を起業され

ていて、その事業をより発展させるための研究を深めようとさ
れている方や、月に1日程度、有給休暇を取ったり、土日で
がんばり、うまく行けば独立して起業しようという社会人学生
の方等が、バランスよく来られています。
聞き手：研究分野はどのようなものでしょうか？
山本：理系では、バイオプロダクションと先端IT、先端膜工学、
あとは先端医療学です。病理や薬学に近いところもあります。
聞き手：そうなると、イノベーション研究科の中で閉じるわけ
にいかないと思いますが、その時には、工学部なり医学部な
りへ行って研究をするわけですか？
山本：制度的に受け入れている学生でITを研究していて、ず
ばり該当する指導教員がいない場合は、工学研究科の先生
にお願いするなどして、そこは、臨機応変に対応致します。ファ
イナンスやストラテジー等、社系の教育も充実しています。具
体的なシーズの事業化プランを書かせ、厳しく審査します。
企業にしてみれば、いくら研究成果を上げても、それが事業
につながらなければ意味が無い、だからこそ、当研究科の博
士課程後期課程への期待は大きいのだと感じています。期待
だけでは無く、後期課程のカリキュラムがある段階まで進めば、
派遣している企業も「ちょっと違うな」ということが分かってく
るのではないでしょうか。
聞き手：今後の見通し等をお聞かせください。
山本：毎年何らかの成果を出せるように、考えていかなけれ
ばなりません。最も大事なのは、一つでもいいから本物のメ
ガヒット級のベンチャー企業を創出することです。それができ
たら必然的に、この神戸にお金も人も集まると思います。今、
我が国において、大学発の事業創造に本当に成功している大
学は、東大だけだと思います。東大発ベンチャーで上場して
いる企業の数は10社以上あって、時価総額の合計は、確か、
1兆数千億円あります。自分の先生がベンチャー企業を立ち
上げて、いきなり大金持ちになり、自分のお金で思う存分、
研究を行っているのを学生が見て、それに触発され、大学を
やめて事業創造に取り組む流れもできているように見えます。
全ての学生や研究者がそうである必要はありませんが、そのよ
うな選択肢もあることが、大学の活性化とイノベーションに繋
がると思います。もっと言いますと、そのような流れは、神戸
大学が日本で�番以内に入るということにも繋がります。今の
ところ東大以外にそういう大学はないので、チャンスかも知れ
ません。
聞き手：�年、�年、10年でどのような結果が出るか、どのよ
うにお考えですか。
山本：科学技術の事業化には、本来、とても長い時間がか
かります。しかし、少子高齢化や重い財政負担、国際競争の
ますますの激化とスピードアップといった状況を踏まえると、
我が国に残された時間は、余り長くはありません。近藤研究
科長と私は、ディープサイエンス、ディープテックの分野にお
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ける事業化による、一つ目のメガヒット級ベンチャーを、�年
以内に創出したいと考えています。
聞き手：どのような分野のベンチャー企業になるのでしょうか。
山本：昨今、バイオエコノミーという概念が、次の産業革命
として注目されています。産業の歴史を振りかえれば、十七
世紀頃までは木材を切り出して使い、第一次産業革命で石
炭を燃料として、蒸気機関を使うようになり、その後、エネル
ギー源が石炭から石油に代わりました。そのつぎに半導体を
はじめとするさまざまな電子工学上の発見や発明、技術革新
等によって、第三次産業革命的なものがやってきました。そ
して現在は、デジタルの時代と言われます。しかし、このよう
に経済が成長すると、どんどん化石燃料を使うことになり、結
果として地球環境の悪化を進めてしまいますから、リサイクル
で持続可能な仕組みで経済成長しよう、そのためには、生物
資源を有効活用するバイオエコノミーを実現するしかないと言
われています。世界の耕作可能な土地面積は、もう増えませ
ん。マクロ的にみると、砂漠化によって耕作地はむしろ減って
いるほどで、その中で人口は増え続けているわけです。経済
発展をとげていて、相対的に恵まれている国々の中では、バ
イオテクノロジーを使った作物は食べられない、倫理的にも
科学的に規制が必要という論調があることも事実です。その
一方で、マクロな観点から、そのようなことばかりを言ってい
られなくなるという、見方もあるのです。生物を物質生産のた
めの工場としてつかう、インダストリアル・バイオと呼ばれるよ
うな分野が巨大な産業にならなければ、おそらく人類の持続
的な発展の可能性は、閉ざされてしまうに違いありません。ア
メリカも中国もそこに着目していて、この分野の研究開発に巨
大な資金を流し込んでいます。昨年度、アメリカでは、バイ
オテック分野のベンチャー投資に向かった資金が1兆円を超え
ました。中国も同様で、ここ�年ほどは、常にアメリカに追随
するように、ほぼ同程度の金額の投資を行っています。我が
国としてはそこまでできなくても、バイオエコノミーにおいてあ
る程度の国際的なポジションをとらないと、未来がないと言う
危機感を持っています。この分野で先行しているアメリカが考
えているシナリオは、おそらくこのようなものではないでしょうか。
「日本の化学会社や食品会社は、最終製品でがんばってくれ
ればいいが、生物を工場として使うための一番根本的な技術
はアメリカが握るので、そこはこちらに発注しないと何もできな
いよ。」ということです。これは、インテルやマイクロソフトに、
業界が生み出す利益のほとんどをもっていかれたパソコン等
の分野で、すでに起こったことです。すべてを日本でやる必
要はないのかも知れませんが、アメリカ等で先行している企業
に対抗して、相見積もりをとれるような企業が日本に一社ある
かどうかは重要です。我が国の企業、たとえば大手の化学会
社や食品会社があまりにも無理なことを言われたら、「こちら
にも、あなた方のようなサービスを提供できる企業があります。」

と、言ってもらえるようにしたいわけです。
聞き手：神戸大学のOBで、その分野で活躍しそうな人はお
られますか。
山本：「デジタル×バイオ」の分野の人材が、当研究科とそ
の周辺に集まってきています。IoTやクラウド、ディープラー
ニング、AI、ロボティクスなど、さまざまな要素技術がありま
すが、「デジタル×バイオ」というのは、生物を工場にするとい
う新産業における、生産技術そのものなのです。アメリカでは、
DARPA（国防高等研究計画局）やNIH（国立衛生研究所）
と言った国の機関からさまざまな支援を受け、数百億円規模
の資金を集めたベンチャー企業が、複数立ち上がっています。
巨大な資金を背景に、「デジタル×バイオ」の領域で泥臭い
試行錯誤をやっています。もちろん、全ての試行が成功する
わけではなくて、うまく行きそうなところを伸ばすわけです。我
が国はといえば、事業化に関してはまだ何も始まっていないと
いってもいい状況です。しかし、神戸大学が拠点の一つとなっ
ているナショナルプロジェクト、「植物等の生物を用いた高機
能品生産技術の開発／高生産性微生物創製に資する情報解
析システムの開発」に参加している機関には、それができそ
うな人や機関が集まっています。バイオテクノロジーを活用し
て、新たな物質生産につなげるため、研究開発と事業化の現
場がわかっていて、ITの専門知識がある人達が結集して、デ
ジタルテクノロジーを効果的に活用した、効率的な試行錯誤
を繰り返すのです。そして、有用物質の設計、構築、テスト、
テスト結果を基にした学習とフィードバックという、生物を工
場として有用物質を生み出していくためのPDCAのサイクルを
高回転させることが必要です。そこに、研究者個人だけでは
なく、デジタルに強い企業、バイオに強みを持つ企業等が、
機関として「興味があるから参加します」というのでもいいと
思います。
聞き手：�0～�0歳代でもできるかもしれませんが、経験豊
富な技術者で�0～60歳代のOBの人達に情報を発信すること
も必要です。
山本：バイオエコノミーというのは、デジタルテクノロジーと
バイオテクノロジーの融合に止まらず、それらの技術をイノ
ベーションの創出につなげ、経済的価値、社会的価値につ
なげるための経済活動です。今後、この分野に専門的に取り
組む社会科学系の研究者が出てくると、文理融合を旗印に掲
げる神戸大学として、よりバランスの良い取り組みになるので
はないでしょうか。最後になりますが、OBの方 を々はじめとす
る社会全体に対する情報発信の観点からも、まずは、目覚ま
しい成果、分かり易い成果を世の中にアピールできる、とにか
く素晴らしい成功事例をできだけ早く創出することが重要と考
えています。
聞き手：よくわかりました。お忙しいところありがとうございま
した。


